
農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要
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（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

色麻地区

（南大、北大、大原、伝八、道命、一の関、袋、向町、宿、上郷、王城寺、花川沢口、
新田、上黒沢、下黒沢、吉田、高城、志津、鷹巣、清水、高根、平沢、小栗山）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和 ７ 年 １ 月２９日

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

　本町農業は、経営規模の拡大が進み、土地利用型作物と畜産、野菜等の高収益作物を組み合わせた経営形
態が主流であり、今後もそれらの作目を組み合わせて農業所得の向上を図っていく必要がある。
　土地利用型作物については、農業者の話し合いによる団地化の推進、農地の集約化及び排水対策技術の普
及によって、反収の増加及び作業の効率化を図るとともに、省力化生産技術の導入等による低コスト化を目指
す。
　地域特産であるえごまや、ほうれんそう、長ねぎ、加工トマト等の高収益作物についても、機械・施設の導入に
よる生産の安定化・低コスト化を図っていく。

区域内の農用地等面積

　農振農用地区域内の農地で、概ね１０年後も農業上の利用が行われる区域を基本とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

　本地域は、宮城県北西部加美郡南部に位置し、西は山岳丘陵（船形山）で起伏する森林地帯となっており、こ
こから流れ出す清流は、東部の広大な水田地帯を潤し、宮城を代表する「ひとめぼれ」「まなむすめ」「ササニシ
キ」主体の生産地となっている。また背陵が山脈に接しているため、大陸性気候の影響を受け北西の風が夏季
を除いて強く、雨量・積雪が多い。
　圃場整備率は78％となっており、整備地区は、稲作経営の規模拡大、転作や大型機械の導入等により効率的
な生産を図っているが、効率化が図れない未整備地区の耕作は担い手の負担となっている。特に森林地帯と隣
接する集落については、鳥獣被害に悩まされており、農地集積集約化の阻害要因となっている。
　集落単位で農地集積集約の検討を行っているが、今後団塊世代の離農が相次ぐことから、集落によっては、出
し手の数に受け手となる担い手の数が追いつかないという懸念がある。集落を超えた広域で検討を進められる
ように情報の共有、担い手間の連携が必要である。

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 2,677
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３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

　対応できない作業の種類・作業の量によっては、作業を委託することを検討する。

地域内外から、多様な経営体を募り、意向を踏まえながら担い手として育成していくため、関係機関と連携し、相
談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。

（１）農用地の集積、集約化の方針

　清水地区及び上高城地区において、農地整備事業に取り組む予定である。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針

（２）農地中間管理機構の活用方針

集落内でリタイヤする農家の農地は集落内の担い手で利用調整を図り、担い手が利用する農地の集積を図ると
ともに、集落を超えた広域で検討を進められるように情報の共有及び担い手間の連携を図ることにより、担い手
の集落内での集積を一層進める。

担い手と地権者で協議した内容を基に農地を農地中間管理機構に貸し付けし集積、集約化を進める。

①鳥獣被害防止総合対策交付金を活用するなどして、ワイヤーメッシュ柵や電気柵の設置範囲を広げる。
③高齢化する農業者の負担軽減を図るために、スマート農業の普及を図っていく。
⑧農地集積集約に合わせ、生産組織の共同利用施設の再整備等を検討する。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他


